
【調査の概要】

（１）調査の目的

（２）調査の設計

　　①調査区域 呉市全域

　　②調査対象

　　③標本数 ３２１事業所

　　④調査方法 郵送配布・ＦＡＸ回収

　　⑤調査期間 令和２年７月２日～８月３１日

（３）回収結果

Ａ．発送数
Ｂ．宛先不明･
　事務所移転等

Ｃ．回収数

３２１事業所 ７事業所 １４５事業所

男女共同参画に関する企業の取組状況調査結果について

  　  本調査は，呉市内企業の経営者や人事担当責任者に対し，「職場における男女共同参画」及び「仕事と家庭の両立支援」に関わる意識をお尋ねし，
    今後の市の施策に反映させることを目的に実施した。（平成１９年度より継続実施）

市内に事業所のある従業員概ね３０人以上の企業及び呉市人権尊重企業連絡協議会に加入している企業

Ｄ．回収率
［C÷（A-B)］

４６.２%
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【調査結果】

Ⅰ　回答事業所における女性の就業状況

（１）回答いただいた１４５事業所の事業内容,常用労働者総人数，規模別事業所数

　　　　常用労働者総人数とは？

　　　　　期間の定めなく雇用されている労働者及び一定の期間を定めていても，その雇用期間が反復更新され，事実上定めなく雇用されている労働者の数。（パートタイム
　　　　労働者を含む。派遣・請負労働者は除く。）

①事業所の常用労働者総人数に占める女性労働者の割合は，３７.４％です。　（図１）

②各事業所における女性の雇用率は，０～２０％未満が４３.４％と最も多くなって
います。　（図２）
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各事業所における女性雇用率図２

62.6%
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男女別常用労働者総人数

男性
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図１

業種別 事業所数 割合（％） 就労人数計 内女性 管理職 内女性 1～30人 31～50人 51～100人 101～300人 301人以上 小計
建設業 14 9.7 743 91 209 5 7 2 4 1 0 14
製造業 45 31 11,291 2,803 937 20 3 9 14 10 9 45
電気・ガス・熱供給・水道業 2 1.4 100 15 28 1 0 1 1 0 0 2
情報通信業 1 0.7 43 10 8 1 0 1 0 0 0 1
運輸・郵便業 12 8.3 991 152 88 6 2 3 3 3 1 12
卸売・小売業 12 8.3 1,350 654 137 11 2 2 4 2 2 12
金融・保険業 8 5.5 1,006 474 90 11 3 1 3 0 1 8
不動産業・物品賃貸業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
学術研究，専門・技術サービス業 2 1.4 476 36 44 0 0 0 0 1 1 2
宿泊・飲食サービス業 3 2.0 184 113 14 3 1 0 1 1 0 3
生活関連サービス業，娯楽業 3 2.0 238 75 10 2 1 0 0 2 0 3
教育，学習支援業 3 2.0 266 111 22 5 0 0 2 1 0 3
医療・福祉 24 16.6 4,467 3,256 324 127 3 1 6 10 4 24
複合サービス業 2 1.4 421 202 56 3 0 0 1 0 1 2
サービス業（他に分類されないもの） 14 9.7 1,260 553 121 10 7 2 2 1 2 14

合 計 145 100.0 22,836 8,545 2,088 205 29 22 41 32 21 145

8,545人

14,291人
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（２）事業所の規模別男女常用労働者数
(人）

男性労働者数 女性労働者数 合計
354 137 491
603 246 849

1,905 989 2,894
3,561 2,325 5,886
7,868 4,848 12,716

14,291      8,545 22,836

31～50人

事業所規模
1～30人

③女性雇用率の高い事業内容は，「医療・福祉」７２.９％，「宿泊・飲食サービス業」
６１.４％，「卸売・小売業」４８.４％の順です。
　一方，女性の雇用率が低いのは，「学術研究，専門・技術サービス業」７.６％，「建
設業」１２.２％，「電気・ガス・熱供給・水道業」１５.０％の順です。　（図３）

51～100人
101～300人
301人以上

合計

①女性常用労働者数が最も多いのは「３０１人以上」の事業所で，全女性常用労働者数の
５６.７％です。　（図４）

②「事業所規模別の女性雇用率」は，101～300人の規模の事業所が３９.５％で最も多く，
301人以上の規模の事業所が３８.１％，51～100人の規模の事業所が３４.２％，31～50人
の規模の事業所が２９.０％，1～30人規模の事業所が２７.９％です。　(図５）
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4,848

2,325

989

246

137

7,868

3,561

1,905

603

354

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,000

301人以上

101～300人

51～100人

31～50人

1～30人

（人）

事業所の規模別労働者数比較

男性労働者数

女性労働者数

図４

3



（３）事業所における女性管理職の登用

(人）

管理職数 女性管理職登用数

209  5  
937  20  
28  1  
8  1  

88  6  

137  11  

90  11  

0  0  

44  0  

14  3  

10  2  

22  5  

324  127  

56  3  

121  10  

2,088  205  

情報通信業

①女性を管理職（課長クラス以上の職）に登用している事業所は，１４５事業所中
６７事業所で４６.２％，全管理職 ２,０８８人 に対する女性管理職２０５人の割合は
９.８％です。　（図６）

事業内容

建設業
製造業
電気・ガス・熱供給・水道業

合　　計

運輸・郵便業
卸売・小売業
金融・保険業
不動産業・物品賃貸業
学術研究，専門・技術サービス業
宿泊・飲食サービス業
生活関連サービス業，娯楽業
教育，学習支援業
医療・福祉
複合サービス業
サービス業（他に分類されないもの）

②女性を管理職に登用している事業所における「女性従業員に対する女性管理職の割合」
は「５％未満」が５３.７％と最も多く，つづいて「５～９％」が１９.４％です。（図７）

③女性を管理職に登用している事業所における「管理職に対する女性管理職の割合」は
「１０～１４％」が１６.４％と最も多く，つづいて「５～９％」が１４.９％です。（図８）
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（４）女性の能力発揮促進のために行っている取組

④女性を管理職に登用している事業所が，女性を活用することについてメリットと思っ
ていることは「人的資源の有効活用」が４３．０％で最も多く，つづいて「組織の活性
化」が２４．６％です。　（図９）

その他の意見
○男性とは違った視点で物事を見ることができる。
○適材適所

⑤「女性を管理職に登用していない」事業所において，女性を管理職に登用していない
理由は，「十分な経験や能力を有する女性がいない」が２２.２％，「女性従業員が少な
い，いない」が２１.５％です。　（図１０）

その他の意見
○将来の管理職候補はいる
○現在適任者がいない
○組織上管理職は不要
○特に理由はない

女性の能力発揮促進のために事業所が行っている取組として多いのは，
　「責任ある仕事を任せる」が２５.４％，
　「仕事と家庭の両立への配慮」２２.９％，
　「仕事の配分や研修等で男女同様に扱う」１４.３％
　                                               　（図１１）
その他の意見
○男女にこだわらない経営への参画
○まずは女性社員の役割を増やす
○女性の意見や提案の採用
○男女で特に変えていない
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図１１ 女性の能力発揮促進のために行っている取組（複数回答）
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女性を管理職に登用していない理由（複数回答）図１０

43.0

0.0

22.8

0.0

24.6

1.8

2.6

5.3

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

人的資源の有効活用

企業のイメージアップ

多様なニーズに応えられる

男性の意識が変わる

組織の活性化

少子高齢化社会に向けて労働力が確保できる

その他

特になし

（％）

女性を管理職に登用しているメリット（複数回答）図９
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（５）「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」について

（６）「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づく「一般事業主行動計画」
の策定について

（７）ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）について

「言葉も内容も知っている」が４９.０％「言葉については聞いたことがあるが，内容に
ついては知らない」が４１.４％で，言葉の認知度は９０.４％となっています。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図１２）

「策定した」が２３.４％，「策定する予定」が２０.０％となっています。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図１３）
　

「言葉も内容も知っている」が７８.６％，「言葉については聞いたことがあるが，内容
については知らない」が１８.６％で，言葉の認知度は９７.２％となっています。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図１４）
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49.0%
41.4%

9.7%

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律の周知知

言葉も内容も知っている

言葉は聞いたことがあるが，内容

については知らない

言葉も内容も知らない

図１２
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図１３
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Ⅱ　回答事業所における職場環境整備の進捗状況

（１）育児休業中の給与について

②平成３１年４月1日から令和２年３月３１日までの間に育児休業を取得した人数と割合
　　　　　　　(人）

配偶者が出産した従業員 ３８１
うち育児休業を取得した従業員 １１

２.９％

　　　　　　　(人）

出産した従業員 １７８
うち育児休業を取得した従業員 １６８

９４.４％

③育児休業取得者の利用期間別人数
　　　　　　　(人）

２０％が１事業所です。　（図１５）

①事業所における「育児休業中の給与」は，無給８８.３％（１２８事業所），一部支給
４.１％（６事業所）です。
　また，一部支給される給与の割合では，６０％支給が３事業所，５０％が１事業所，

男性
取得率

　　　　（図１６）

女性
取得率

（図１７）

（図１８）
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（人）

育児休業取得取得者の利用期間別人数図１８
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図１６ 男性
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配偶者が出産した従業員

（人）
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図１７ 女性

（人）

出産した従業員

うち育児休業を取得した従業員

配偶者が出産した従業員

88.3%

7.6%

4.1%
育児休業中の給与

無休

全額

一部

図１５

１ヶ月未満 １ヶ月～６ヶ月未満 ６ヶ月～１年未満 １年～１年６ヶ月未満 １年６ヶ月以上 計
男性従業員 ９人 １人 １人 ０人 ０人 １１人
女性従業員 １人 ５人 ９９人 ２４人 ７人 １３３人
　  計 １０人 ６人 １００人 ２４人 ７人 １４４人
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⑤各事業所の育児に関する制度（３歳以上就学未満）は，「子の看護休暇制度」
がある事業所が７１.８％，「育児休業中の所定外労働の制限」がある事業所が
６３.２％です。　（図２０）

④各事業所の育児に関する制度（３歳未満）は，「短時間勤務制度」の制度が
ある事業所が８１.９％，「子の看護休暇制度」がある事業所が
８０.０％です。　（図１９） 31.9 
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制度あり

利用あり

制度あり

利用なし

制度なし

図１９
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図２
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（２）介護休業中の給与について
①事業所における「介護休業中の給与」は，無給８９.０％（１２９事業所），一部支給
３.４％（５事業所）です。
　また，一部支給される給与の割合では，６０％支給が２事業所，２０％支給が２事業所
です。　（図２１）

　

②平成３１年４月1日から令和２年３月３１日までの間に介護休業を取得した人数

１２人

１１人

（３）事業所の男女共同参画を進めるために希望する行政施策について

介護休業を取得した女性従業員（１０社）

③各事業所の介護に関する制度は，「介護休暇制度」がある事業所が８７.３％，「短時
間勤務制度」がある事業所が，７５.３％です。　（図２２）

「保育施設や保育サービスの充実」が２５.７％，「仕事と家庭の両立支援に取り組む事
業所に対し国や自治体の支援の充実」・「高齢者や病人のための施設や介護サービスの
充実」が２１.９％，続いて「仕事と家庭の両立支援に関する情報提供の充実」が１２.
１％です。　(図２３）

その他の意見
〇男性の育児と介護機会の確保、男性の育児と介護教育・訓練の機会の充実、及びデジ
タルメディアでの啓蒙
○育児・介護休業時の基準人員の緩和
◯建設現場等での女性労働者の比率の法制化
◯助成金

介護休業を取得した男性従業員（４社）

89.0%

7.6% 3.4%

介護休業中の給与

無休

全額

一部
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12.1 

21.9 

25.7 

21.9 

2.7 

0.9 

4.4 

3.9 

1.2 

0 5 10 15 20 25 30

広報誌やパンフレットなどでの啓発

仕事と家庭の両立支援に関する情報提供の充実

仕事と家庭の両立支援に取り組む事業所に対し国や自治体の支援の

充実

保育施設や保育サービスの充実

高齢者や病人のための施設や介護サービスの充実

女性の就労機会の確保，女性の職業教育・訓練の機会の充実

事業所が行う研修会等への講師派遣・紹介

男女共同参画に関して，企業や労働者のための情報提供や相談機能

の充実

男女平等な雇用・労働条件確保のための指導的役割の強化

その他

（％）

希望する行政施策（複数回答）
図２３

図２１

5.6 

5.6 

2.8 

2.8 

0.0 

1.4 

0.7 

19.7 

69.7 

16.8 

44.8 

67.6 

6.3 

8.4 

23.2 

67.6 

24.7 

77.6 

52.5 

29.6 

94.1

90.2 

76.1 
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短時間勤務制度

フレックスタイム制度

始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ

介護休業中の所定外労働の制限

介護に要する経費の援助措置

介護のための在宅勤務制度

再雇用措置(介護のため)の制度

介護休暇制度

（％）

介護に関する制度

制度あり

利用あり
制度あり

利用なし
制度なし

図２２
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